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要約 

 近年、日本をはじめ世界中でデジタル技術を活用した生活様式の変革が急速に進行して

おり、2018 年に経済産業省が「デジタルトランスフォーメーション（DX）を推進するため

のガイドライン」を策定したことは、特に企業における DX推進の一つの起点とされる。そ

の後、2019 年に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的に流行したことが、企業

や自治体を含む社会全体において DXの必要性を一層浮き彫りにし、働き方改革やリモート

ワークの普及といった形で DX 推進の機運が高まった。このような背景を受け、DX の重要

性は企業のみならず地方自治体にも広がり、地域のデジタル化を通じた行政サービスの向

上や地域活性化の手段としても注目される。 

  

 2018 年の「DX レポート」では、2025 年までに基幹システムの更新が遅れると大きな経

済的損失が生じる可能性があると指摘され、これを「2025 年の崖」として警鐘を鳴らして

いる。2025 年は目前に迫っているため、こうしたシステム刷新や DX 推進に伴う課題への

迅速な対応が強く求められる。また、DX 推進にあたっては、自治体における人口減少や職

員の高齢化など、地域ごとに異なる課題も重なり、これらの解決が急務となっている。本

稿では、特に地方自治体における DX推進を支える人材に焦点を当て、デジタル人材の現状

と課題についての分析を通じて政策提言を行うことを目的とする【5†source】。 

  

 DX とは、単にデジタル技術の導入にとどまらず、これを活用して社会全体や経済の在り

方を根本的に変革することを意味する。デジタル技術が進化し、社会的・経済的に影響を

与える中、2024 年に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」においても、

行政サービスのデジタル化や市区町村の役割の重要性が示され、地方自治体における DXの

必要性がますます高まっている。特に、地方自治体が住民にとってより効率的で利用しや

すいサービスを提供するためには、DX 推進に携わる専門人材の確保が不可欠であり、この

人材不足の解消が喫緊の課題とされる。 

  

 本研究では、自治体職員を対象にしたアンケート調査を基に、地方自治体におけるデジ

タル人材不足の原因を分析した。分析結果から、DX 推進に必要な専門知識やスキルを持つ

職員が不足していること、職員の人員配置に余裕がないこと、特に IT戦略やシステム開発

の分野で職員が不足していることが、デジタル人材不足の主な原因として挙げられる。ま

た、こうした課題に対応するためには、自治体が独自に研修を実施することや、外部機関

との連携を図ることが効果的であることが示された。 

  

 さらに、分析結果を基に以下の 3 つの政策提言を行う。第一に「人材育成の強化」であ

る。地方自治体における DX推進の鍵となるのは、既存職員が新たな知識や技術を習得し、

それを実務に活かすための教育・研修制度の充実である。特に、地方においては若年層が

減少し、職員全体の年齢構成も高齢化傾向にあるため、現在の職員が DX の知識を習得し、

地域社会のデジタル化を支える力を身につける必要がある。そのためには、DX に関連した

実務的な教育プログラムの整備が求められる。 

  

 第二の提言として、「財政支援の拡充」がある。多くの自治体にとって、DX 推進に必要

な人材を育成するための十分な予算を確保することが難しく、予算不足が人材不足の背景
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にあることが明らかとなった。既存の財政支援制度を自治体に対してより柔軟に適用し、

手続きの簡素化や支援要件の緩和を図ることで、自治体が必要とする DX 推進のための資源

を確保しやすくすることが重要である。また、財政支援がより多くの自治体に行き届くこ

とで、全国的な行政サービスの質の向上にも寄与する。 

  

 第三の提言は、「外部人材の活用促進」である。自治体は、自団体で全ての人材を賄う

のが難しいため、特に ITやデジタル戦略の専門知識を持つ外部の人材を積極的に活用する

ことが効果的である。すでにデジタル庁による外部人材の支援制度が整備されているが、

これらの制度の認知度が低く、自治体が有効に活用できていない現状があるため、政府に

よるさらなる周知徹底と支援が求められる。 

  

 本研究を通じて、自治体の DX推進には専門人材が果たす役割が非常に大きく、現在の人

材不足が DX の進展を遅らせる要因となっていることが確認された。地方自治体の DX 推進

を円滑に進めるためには、内部の職員だけでなく、外部の人材も含めて多様な知識やスキ

ルを有する人材の確保が不可欠である。今後は、政府や自治体が協力して DX推進の体制強

化と支援制度の整備を進め、地域ごとのニーズに応じたデジタル化を加速させることが重

要である。こうした取り組みにより、DX の実現が地域の社会経済活性化や地方創生の推進

にも貢献することが期待される。 
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第 1 章 現状・問題意識 

第１節 DXの現状とデジタル人材 
 

第１項 はじめに 
 日本では、2018年に経済産業省が「DXレポート」を発表し、報告書内で「2025年までに

基幹システムの更新が遅延することで大きな問題が生じる」といった「2025年の崖」2と呼

ばれる危険性を示唆した。それ以降、2020年「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方

針」、2021年「デジタル庁」発足、同年9月「デジタル田園都市国家構想」、2024年6月に

新たに「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定されるなど注目を集めてお

り、2025年を来年に控える今、早急に対処しなければならない問題であると考え、研究対

象に選択した。 

  

第２項 DXの定義  
 デジタル・トランスフォーメーション（以下、DX）とは、デジタル技術の急速な進展に

伴い、社会や経済のあらゆる側面に変革をもたらす概念である。DX の基礎的な定義につい

て、Erik Stolterman ら（2004年）は「The digital transformation can be understood 

as the changes that digital technology caused or influences in all aspects of human 

life」（デジタル技術が人間生活のあらゆる側面において引き起こし、影響を与えた変化）

と述べている（Stolterman, 2004）（筆者訳）。この定義は、DXが単にデジタル技術の導

入にとどまらず、社会や日常生活に幅広い変化をもたらすものであることを示している。 

 日本においては、経済産業省および総務省が DXを推進するために各々の定義を示してい

る。経済産業省は「デジタルガバナント・コード」において、DX を「企業がビジネス環境

の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に製

品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、

企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」と定義している（経済産業省, 

2020）。この定義は、デジタル技術を活用して企業が持続的な競争力を確保するだけでな

く、新たな価値を創出する必要性を示唆している。 

 一方、総務省は「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」

（令和 2年 7月 17日閣議決定）に基づき、DXを「企業が外部エコシステムの劇的な変化に

対応しつつ、内部エコシステムの変革を牽引しながら、第 3 のプラットフォームを利用し

て、新しい製品やサービス、新しいビジネスモデルを通して、ネットとリアルの両面での

顧客エクスペリエンスの変革を図ることで価値を創出し、競争上の優位性を確立すること」

と定義している（総務省, 2020）。この定義は、企業が DXを通じて顧客体験の変革を図り、

 
2 日本企業のシステムの問題解決や経営改革がおこなわれなかった場合、2025年以降に最

大 12兆円/年の経済損失が生じるとする問題である。（NTTコミュニケーションズ HPより

引用） 
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顧客価値の向上と市場での優位性を追求することを意味している。 

 本稿では、DX の目的を日本が抱える課題への対応と位置付け、特に中枢機能の東京圏一

極集中がもたらす地方自治体の衰退を念頭に、地方創生を目的とした行政活動のデジタル

技術による価値創出に注目する。具体的には、DX の推進に携わる人材に着目し、住民に対

してより豊かで充実した生活を提供し、地方創生を促進させることを DX の意義として定義

する。 

デジタル・トランスフォーメーション(以下、本稿では単に、「DX」と記載)とは、Erik 

Stoltermanら(2004)が論文内で「The digital transformation can be understood as the 

changes that digital technology caused or influences in all aspects of human life」

（Erik Stolterman,2004）（DXはデジタル技術が人間生活のあらゆる側面において引き起

こし、影響を与えた変化である。）（筆者訳）と定義している。日本における DXについて、

経済産業省のデジタルガバナント・コードでは「企業がビジネス環境の激しい変化に対応

し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビ

ジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を

変革し、競争上の優位性を確立すること。」と述べられている。一方、総務省では「世界

最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」(令和 2 年 7 月 17 日閣議決

定)に準拠した「企業が外部エコシステムの劇的な変化に対応しつつ、内部エコシステム

の変革を牽引しながら、第 3 のプラットフォームを利用して、新しい製品やサービス、新

しいビジネスモデルを通して、ネットとリアルの両面での顧客エクスペリエンスの変革を

図ることで価値を創出し、競争上の優位性を確立すること」と定義されている。本稿にお

ける DXは、近年日本の問題となっている中枢機能の東京圏一極集中と並行して発生してい

る地方自治体の衰退について行政活動のデジタル技術による新たな価値の創出、さらには

それらをきっかけとした地方創生を目的としている。DX は多岐にわたる分野、業務がある

中で、本稿では特に DX推進に携わる人材に着目する。これらにより、住民により豊かで充

実した生活を提供し、地方創生を促進させることを期待する。 

 

 

第３項 日本の DX に関する現状 

  

スイスの世界トップクラスのビジネススクールである IMD（International Institute 

for Management Development）が 2017年から公表している「世界デジタル競争力ランキ

ング」によると日本は 2017年から 2023年まで全体の 67か国の内、「26位、25位、23

位、27位、28位、29 位、32位」と 2019年を境に順位は年々下降傾向にある。また、先

進国 7カ国で組織されている G7内で比較、同様に 2019年まで 35位であったにも関わら

ずその後は 36位に位置している（図 1）。同ランキングは世界 67カ国・地域を対象とし

た「Knowledge・Technology・Future readiness（知識・技術・将来の準備）」の３点を

評価項目とし、ランキングが決定されている。
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図 1 G7内の世界デジタル競争力ランキング 

（IMD「世界デジタル競争力ランキング」より筆者作成） 

第４項 地方自治体におけるデジタル内部人材に関する現状 

 

デジタル人材とは、「デジタル技術を活用して、企業や社会に価値を創造する人材」の

ことを指す。本稿では、地方自治体（以下、自治体）で活躍するデジタル人材を「内部人

材」と「外部人材」の 2 種類に分類する。特に、デジタル内部人材（以下、内部人材）は、

自治体職員に限定して定義される。本章では、自治体における内部人材の育成に関する状

況について、総務省の「自治体 DX・情報化推進概要（地方公共団体における行政情報化の

推進状況調査結果）」を参考に考察する。  

 まず、自治体における内部人材に対する情報化研修の実施状況についてである （図 2）。

令和 3 年のコロナ禍を除くと、年々情報化研修を実施している自治体数は増加傾向にある。

2023 年時点で全国の自治体数は 1,733 であり、そのうち 1,437 の自治体が情報化研修を実

施している。これにより、多くの自治体が内部人材の育成に積極的であることが確認でき

る。しかしながら、研修を実施する自治体が増加している一方で、人材育成方針を策定し

ている自治体数は令和 5 年時点で 148 にとどまっており、方針策定が課題であることがう

かがえる （図 3）。 

 自治体が実施する情報化研修（以下、研修）を主催者別に見ると、令和 5年に自治体自

らが主催した研修は 1,028の自治体で行われている一方、都道府県や J-LIS などの外部機

関が主催した研修は 1,239の自治体が利用している （図 4）。このことから、自治体内

部での研修だけでなく、外部機関が提供する研修も広く活用されていることが分かる。ま

た、研修を対象者別に見ると、階層や職種に限定された研修が 791の自治体で実施され、

全職員を対象とする研修が 1,203の自治体で実施されていることから、概ね自治体職員に
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対して DXの周知が行き届いていると考えられる （図 5）。研修内容に着目すると、主催

者や対象者を問わず、多くの自治体が DXの認識共有・意識啓発、基礎的な知識の習得、

セキュリティ対策に注力していることがわかる。特に、希望者や全職員が対象となる研修

においては、基礎的な知識の習得やセキュリティ対策の研修に重点が置かれている。

(

図 6）。 

 最後に、内部人材に対する DX・情報化に係る試験資格取得支援制度の実施状況について

である。令和 5 年時点で、DX や情報化に関する試験資格の受験に対して助成制度を実施し

ている自治体は 181 存在する（図 7）。その内訳として、受験料の助成を行っている自治

体は 154、講座受講料の助成を行っている自治体数は 98に留まっている （図 8）。デジタ

ル人材の成長度を測る指標として資格取得は有効であると考えられるが、令和 5 年時点で

人材の成長度を把握できている自治体は少数に留まる。このことは、内部人材の育成のさ

らなる充実が求められることを示唆している。 
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図 2 情報化研修を実施している自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 

 
図 3 人材育成方針を策定している自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 

 

 
図 4 主催者別情報化研修を実施している自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 
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図 5 対象者別情報化研修を実施している自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 

 

 

図 6 研修対象別研修内容 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 
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図 7 デジタルに関する資格取得の奨励を実施している自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 

 

 
図 8 DX・情報化に係る資格試験の助成制度を実施している 

自治体数及び助成対象別自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 

 

第５項 地方自治体におけるデジタル外部人材に関する現状 

 

本稿では、デジタル外部人材（以下、本稿では外部人材と記載する。）を「一定のスキ

ルや経験を有する民間等からの人材」と定義し、第 5 項では自治体内での外部人材の活用

方法に注目する。 

 令和 5年時点、外部人材を活用している自治体数は 522、活用人数はのべ 916人であり、

外部人材の活用は年々増加傾向にある（図 9）。また、「企業や組織において情報技術を

用いた改善や ITリソースの効果的な管理、そして情報戦略の立案・実行を担当する役職」
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である自治体 CIO（Chief Information Officer、以下 CIO）については、令和 5年時点で

CIOを任命している自治体数は 1,270であり、そのうち外部人材が CIOに任命されている自

治体数は 23である（図 10）。また、CIOを専門的知見から補佐する CIO補佐官を任命して

いる自治体数に注目すると令和 5 年は 219 と年々外部人材の任用数が増加している傾向が

見られる（図 11）。 

 

 

 

 
図 9 外部人材活用自治体数と活用人数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 

 

 

 

 
図 10 外部人材の CIO任命自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 
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図 11 外部人材の CIO補佐官任命自治体数 

（総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果」より筆者作成） 

 

第２節 問題意識 

 全国的に自治体の DX 化に対する機運は高まりつつあるものの、依然として本格的に DX

化に取り組むことができているのは一部の自治体に限られているということが現状である。

特に、限られた人員で複数の業務を兼務しながら DX推進業務を行う職員や、情報システム

部門の業務を一人で担う「ひとり情シス」状態の職員が存在しており、これが自治体の現

状を象徴している。また、生産年齢人口の減少、超高齢社会の進行、IT 人材の不足といっ

た問題は、日本の企業・自治体に限らず、広く社会全体における喫緊の課題であると考え

られる。特に自治体においては、職員数が年々減少しているにもかかわらず、業務量は増

加しているため、DX を活用して業務効率を向上させることが、働き方改革の一環として重

要な施策となるだろう。 

 このような背景を踏まえ、本稿では「デジタル人材不足に如何に対応するか」という問

題意識をもって、全国の自治体を対象にしたアンケート調査およびその分析を行い、自治

体におけるデジタル人材の不足を是正するための政策提言を行う。これにより、自治体の

デジタル化を加速させ、限られたリソースの中でより効率的かつ効果的な行政運営を実現

するための方策を探ることが目的である。 

 

第２章 先行研究及び本稿の位置づけ 

 

第１節 企業の DX に関する先行研究 

 本節では、自治体における DXの推進に関する先行研究を 2つ紹介する。 
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 岸（2021）は、企業の DXの成功要素およびデジタル人材の育成について研究を行い、そ

の結果として、DX の成功要素に「実施内容」、「経営層の意欲」、「組織」、「人の能力」

の 4 点を挙げた。特に、「顧客や社員の価値にフォーカスして、価値創造を行えることが

デジタル人材として最も重要なことになる」と述べ、DX 推進における人材育成において、

顧客や従業員の視点を重要視すべきであることを示唆している。この見解は、企業が DXを

推進する際に、顧客と従業員のニーズを中心に置くことが不可欠であるという重要な指摘

である。 

また、宗（2020）は DXを推進する組織における人材要件およびマネジメントに関する研究

を行った。この研究では、DX を推進するためには、新たな価値を創出することができる優

秀な人材と、失敗を許容する職場環境の整備が重要であると論じられている。これにより、

DX を効果的に推進するためには、優れた人材の確保とともに、失敗を恐れず挑戦できる職

場文化を築くことが不可欠であるという示唆が得られる。企業が DXの導入に成功するため

には、単に技術的なスキルだけでなく、組織全体の文化やマネジメント体制を整えること

が重要であると考える。 

 

第２節 自治体の DX に関する先行研究 
 本節では、自治体における DXの推進に関する先行研究を 2つ紹介する。 

 最初に、金井（2024）は、自治体における DX 推進に伴う IT 人材不足の実態を把握する

ため、公益財団法人日本都市センターと共同で自治体および職員個人（計 3,137 人）を対

象に自治体 DXに関するアンケート調査を実施した。調査の結果、回答者の多くが自治体に

おける IT人材の不足を指摘し、その主な原因として横並びの給与制度や行政内部での人材

育成に関する限界を挙げた。また、金井は自治体に「IT 職」として専門職を新設すること

の効果や影響についての研究を提案し、IT 人材の確保と育成に対する新たなアプローチと

して位置づけている。この研究は、自治体における DX推進を円滑に進めるための人材戦略

の重要性を再確認するものであり、今後の施策に大きな影響を与えると考えられる。 

 次に、森（2021）は、自治体の DX化が地域住民の地元を推奨する意向の要因になりうる

かを特定するため、47 都道府県の 15～69 歳の男女（計 14,000 人）を対象にアンケート調

査を実施した。その結果を基にロジスティック回帰分析を行ったところ、自治体の DX推進

に関する取り組み（主にスマートシティ化）が、交通の便などと同様に地元を推奨する要

因になりうることを特定し、自治体 DXの推進が地域経済の活性化にも寄与する可能性があ

ることを示唆した。この結果は、自治体 DXが住民の生活環境向上だけでなく、地域の社会

的・経済的な発展にも貢献しうるという新たな視点を提供している。 
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第３節 本稿の位置づけ 
 

企業・自治体を問わず、DX に関する先行研究では、少なくとも DX に関連する人材の重

要性およびその不足については言及されている。しかしながら、これらの研究のほとんど

は定性的かつ抽象的な内容にとどまっており、筆者が調査した限りでは定量的な分析はほ

とんど見受けられなかった。また、人材不足そのものに焦点を当てた調査研究や分析を行

っている研究は極めて少ないと感じられる。したがって、本稿の新規性は以下の二点にあ

ると考えられる。1 点目は、人材不足という課題そのものに着目した分析を行った点であ

る。2 点目は、定性的な調査にとどまらず、定量的な調査・分析を行った点である。筆者

らが独自にしたアンケート調査票は本稿付録（１）に掲載しているため、そちらを参照願

いたい。 

 

第３章 分析 
 

第１節 分析概要 
 

本稿では「自治体の DX推進に関する取り組みとデジタル人材不足の関係を明らかにする

こと」を目的として、独自に行ったアンケート調査の結果を用いて分析を行う。 

 

第２節 分析モデルと使用データ 
 

第１項 分析に用いるデータ 
本分析に用いるデータは、全国の自治体を対象に、Google フォームを用いて行ったアン

ケート調査によって収集した。 

 

第２項 分析モデル 
 

本稿では、各自治体におけるデジタル人材不足の意識を被説明変数として設定し、デジ

タル人材不足要因の意識、デジタル人材育成に関する取り組み、活用している外部のデジ

タル人材導入支援策などを説明変数として設定し、重回帰分析を行う。 

 

モデル 
𝒀 = 𝛽0 + 𝛽1𝑋1 + 𝛽2𝑋2 +⋯+ 𝛽2𝑋2 + 𝑢 

ただし𝑢は誤差項である 

 

表 1 使用する変数及びパラメータ 

𝒀 各自治体におけるデジタル人材不足の意識 
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𝜷𝟎 定数項  

𝜷𝟏~𝜷𝟐𝟎 各変数のパラメータ  

𝑿𝟏 Exc l us ive  

𝑿𝟐 Conc ur re n t  P os t  

𝑿𝟑 La c k of  Spe c ia l i s ts  

𝑿𝟒 Sta f f i ng  

𝑿𝟓 Emp loy me n t  T ra ini ng  

𝑿𝟔 Bud ge t  De f ic i t  

𝑿𝟕 Ex te rna l  Ta le n t  

𝑿𝟖 I t  St ra te gic  P la nni ng  

𝑿𝟗 Sys te m De ve lop me n t  a nd  Ope ra t ion  

𝑿𝟏𝟎 Da ta  Ana ly si s  

𝑿𝟏𝟏 Cybe r se c uri ty  

𝑿𝟏𝟐 P roje c t  Ma na ge me n t  

𝑿𝟏𝟑 U X/ U I  De si gn  

𝑿𝟏𝟒 Own Tra ini ng  

𝑿𝟏𝟓 Ou ts id e  Tra ining  

𝑿𝟏𝟔 Qua l i f i ca t i on  S ub sid ie s  

𝑿𝟏𝟕 D ispa t c h  

𝑿𝟏𝟖 Tra in ing  P o l ic y  

𝑿𝟏𝟗 P e rsonne l  R o ta ti on  

𝑿𝟐𝟎 Own  C IO  

𝑿21 Ou ts id e  CI O  

𝑿𝟐𝟐 Mix CI O  

𝑿23 CI O  now  

𝑿𝟐𝟒 CI O  Fina n cia l  Me a s u re s  

𝑿25 L.G . F  Ina ne  Me a s ure s  

𝑿𝟐𝟔 C.P .S( Te mpora ry  S ta f f in g  Type )  

𝑿𝟐𝟕 C.P .S( Sid e  Jo b  Ty pe )  

𝑿𝟐𝟖 T .S .S( Co mpa ny  Di spa t ch  Type )  

𝑿𝟐𝟗 T .S .S( Te mpora ry  S ta f f in g  Type )  
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(筆者作成) 

表 ２ 変数の説明 
(筆者作成) 

 

第３節 分析結果 
 

表３ 基本統計量  
サンプル数 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値 

Exclusiv
e 

１７４ 2.448275862 5.907296597 0 0 51 

Concurre
nt Post 

１７４ 4.649425287 9.686894473 2 0 51 

Lack of 
Specialis
ts 

１７４ 0.689655172 0.463969922 1 0 1 
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Staffing １７４ 0.683908046 0.466291125 1 0 1 

Employme
nt 
Training 

１７４ 0.41954023 0.494907963 0 0 1 

Budget 
Deficit 

１７４ 0.494252874 0.501409879 0 0 1 

External 
Talent 

１７４ 0.287356322 0.453835191 0 0 1 

IT 
Strategic 
Planning 

１７４ 0.810344828 0.393159569 1 0 1 

System 
Developme
nt and 
Operation 

１７４ 0.413793103 0.4939337 0 0 1 

Data 
Analysis 

１７４ 0.356321839 0.480294021 0 0 1 

Cybersec
urity 

１７４ 0.33908046 0.474763421 0 0 1 

Project 
Managemen
t 

１７４ 0.471264368 0.5006142 0 0 1 

UX/UI 
Design 

１７４ 0.155172414 0.3631139 0 0 1 

Own 
Training 

１７４ 0.603448276 0.490593194 1 0 1 

Outside 
Training 

１７４ 0.66091954 0.474763421 1 0 1 

Qualific
ation 
Subsidies 

１７４ 0.155172414 0.3631139 0 0 1 

Dispatch １７４ 0.068965517 0.254126792 0 0 1 

Training 
Policy 

１７４ 0.172413793 0.378829855 0 0 1 

Personne
l 
Rotation 

１７４ 0.057471264 0.233412574 0 0 1 

Own CIO １７４ 0.58045977 0.494907963 1 0 1 

Outside 
CIO 

１７４ 0.08045977 0.272788673 0 0 1 

Mix CIO １７４ 0.017241379 0.13054523 0 0 1 

CIO now １７４ 0.402298851 0.491776774 0 0 1 
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CIO 
Financial 
Measures 

１７４ 0.137931034 0.345822762 0 0 1 

L.G.F 
Inane 
Measures 

１７４ 0.063218391 0.244057675 0 0 1 

C.P.S(Te
mporary 
Staffing 
Type) 

１７４ 0.120689655 0.326706434 0 0 1 

C.P.S(Si
de Job 
Type) 

１７４ 0.011494253 0.106900945 0 0 1 

T.S.S(Co
mpany 
Dispatch 
Type) 

１７４ 0.045977011 0.210039687 0 0 1 

T.S.S(Te
mporary 
Staffing 
Type) 

１７４ 0.022988506 0.150299239 0 0 1 

(筆者作成) 
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表４ 推定結果 

 
（筆者作成） 

 

以上の分析から、「専門的な知識やスキルを持つ職員がいないことに対する改善」「人

員配置の余裕がないことに対する改善」「職員の DXに関する興味・関心が低いことに対す

る改善」「IT戦略・企画立案分野の職員が不足していることに対する改善」「DXに関する

研修の実施（自団体が主催するもの）」が、デジタル人材不足を解決するための有効な手

段として明らかとなった。 

 

第４節 アンケート調査（自由記述より） 
 

 本節では、上述したアンケート調査において自由回答とした「２７）貴自治体において、

DX の人材不足によって、具体的にどのような業務やプロジェクトが遅延または停滞してい

ますか？（自由記述）」「２８）最後に、貴自治体において DXの人材不足に関してその他

の意見や要望があればご記入ください。（自由記述）」という設問にて各自治体様より多

くの貴重なご回答を頂いたためいくつか紹介しよう。但し、自治体名に関しては情報保護

の観点より控えさせていただく。なお、回答の一覧は本稿付録（２）（３）にて参照願い

たい。（誤字脱字等も改変せず掲載しているので、予めご了承いただきたい。） 
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第１項 プロジェクトの停滞・遅延 

 「貴自治体において、DX の人材不足によって、具体的にどのような業務やプロジェクト

が遅延または停滞していますか？（自由記述）」という設問に対して、いくつかの回答を

紹介する。 

 

「自治体に限らずどこもそうだとは思いますが、幅広い業務範囲において各それぞれに知

識やノウハウ、スキルが無いため、そもそも DX に取り組む課題だという認識も持っていな

いところもあるのではないかと感じています。」 

 

「DX の人材不足によって、課題があるはずのすべての業務において BPR がすすんでいない

と思っている。情シス部門の手にも限りがあるのですべての業務の把握はできないので、

BPR には業務フローの洗い出しが必須ですが、業務フローを書くことのフォローも情シス

部門で行う必要があるという現状がある。業務委託によって行うことも差し支えないが、

業務フローを書くだけでお金をかける必要もないと判断しているので、情シス部門のノウ

ハウを学習した職員を醸成して、原課で行えるようにするアプローチを考えている。」 

 

「RPA を内製化することで費用対効果が高くなると考えられるが、現状、開発ができる人

員が限られているので、基本的に外注でコストも高くなり、RPA が進んでいない状況にあ

る。DX を進めるにあたっては、推進面・技術面等様々な人材が必要であるが、人材不足の

状況ではあるので、今後は、各関係課と協議し、職員採用・育成・外部人材など様々な手

段を検討しながら、適切な人材配置で DXを進めていきたい。」 

 

以上の回答から、現時点における主な課題として、①DX に対する認識不足と知識・ノウハ

ウの不足、②業務改革（BPR）の停滞、③RPA3の導入遅れおよび外部依存による効率的な進

行の難しさ、④人材不足などの問題が浮き彫りになっていることがわかる。しかし、対照

的にプロジェクトの進行に遅延が見られないという回答も存在しており、遅延している自

治体とそうでない自治体との間にどのような要因や差があるのかについては、今後の研究

課題としてさらに深く掘り下げていく必要があると考える。 

第２項 人材不足に対する要望 

前項と同様に「最後に、貴自治体において DXの人材不足に関してその他の意見や要望が

あればご記入ください。（自由記述）」に対する回答を紹介しよう。 

 

「DXの人材不足が騒がれていますが、DXは人材を投入すれば良いというものではないと思

います。誰が広めたのか DXがバズワード化しましたが、手段を変えただけで従来から行わ

れている行財政改革と変わるものではないという認識です。自治体において DXというと、

 
3 RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）とは、ルールエンジンや AI、機械

学習などの認知技術を活用して、人間が繰り返し行う定型業務を自動化する取り組みのこ

とである。 
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何らかの新しいツールの紹介を受けてから活用シーンを探すという風に行われることが多

いですが、まずは解決すべき課題があるはずです。デジタルはツールに過ぎません。自治

体に欠けているものは、課題をどう解決するか取り組む姿勢と体制です。」 

 

「人口規模が小さく高齢者が多い自治体であると、むやみに DX を進めることで財政負担ば

かりが増え、かえってサービスの低下を招くこともあるため、慎重に検討をしている。 

加えて、庁舎内（職員間）のシステムの DX化には使える補助金等がほぼないため、こうし

た財政措置があると良い。」 

 

「各自治体が個別に DXを進めることで、同様の課題に直面しながらも、それぞれ異なるア

プローチを取るため、結果として自治体間で業務の平準化が図れない、行政サービス（特

にデジタルサービス）に格差が生まれるなどの問題が発生する場合もあります。現在、全

国の自治体で取り組んでいる、自治体システムの標準化の考え方は、自治体間の業務の平

準化、システム費用などの抑制等の問題を解決するための行われているものと認識してい

ます。そこで、自治体システムの標準化の考え方を前進させ、デジタル庁が具体的な DXの

ツールやシステムを示す（他自治体の事例を HP で紹介するのではなく、具体的なシステム

を選定する）ことで、業務分析やツール・システムの有効性の判断、業者やシステムの選

定など各自治体のデジタル人材不足による負担を軽減することが可能と考えます。 

 その他、定額給付金など国が示す施策について、その事務を市町村に任せるのではなく、

マイナポータル経由で申請・給付できるように現在の仕組みを積極的に利用し、国民自ら

デジタル化に対する経験値を高め、紙面、送料、対人窓口などの社会的コストの削減に取

り組んでもらいたい。」 

 

この設問で挙げられた回答を見ると、人材不足に関する言及よりも、むしろ財源不足を嘆

く声が多く見受けられた。確かに、予算が確保されなければ、必要な人材の採用や育成を

進めることは極めて困難となり、その結果、DX 推進に必要な人材確保が一層難しくなるこ

とは容易に想像できる。  

 

第４章 政策提言 

第１節 政策提言の方向性 
 

 本稿では、デジタル人材が不足していると考えられる要因について現在実施されている

政策の効果、取り組みの状況から分析を行った。分析の結果、特に有意な値として出た

「専門的な知識やスキルを持つ職員がいない」「採用や育成のための予算が不足している」

「自団体主催の DXに関する研修を実施していない」がデジタル人材の不足を感じさせる要

因である可能性が高いと判明した。また、自治体の自由記述欄に記載されている内容につ

いても十分に考慮した上で結果を踏まえ、以下の政策提言を行う。 

【提言Ⅰ：人材育成の強化】 

【提言Ⅱ：財政支援の拡充】 

【提言Ⅲ：外部人材の活用促進】 
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第２節 政策提言 

第 1 項 提言Ⅰ：人材育成の強化 

提言先：総務省・デジタル庁・文部科学省 

 本稿では、当初より DXにおける人材不足の問題が、我が国において早急に解決が求めら

れる重要課題であると指摘してきた。DX の推進に必要な人材は高度な知識・技術を要する

ため、その育成には長期的かつ戦略的な取り組みが求められ、単なる短期的な施策だけで

は解決が難しいものである。また、人口減少に伴い生産年齢人口が減少している日本にお

いては今後、自治体および企業を問わず、より深刻な人材不足に直面することが確実視さ

れており、この問題は今後ますます深刻化するだろう。 

このような状況において、既存の職員が DXの知識やスキルを習得し、業務において実際に

活用できるように育成することが、組織の持続可能な発展において不可欠であると考えら

れる。また、次世代の担い手となる若年層、特に GIGA スクール構想4に基づき ICT 教育を

受けた世代に対する DXリテラシーの育成もまた、将来の社会的基盤を支えるための重要な

課題である。これらの層が早期から DX関連の知識や技術に触れ、習得し、熟達していくこ

とは、長期的な視野で日本の DX推進に大きく寄与することが期待される。 

したがって、今後は自治体内外での DXに関連した研修制度の更なる充実化を図り、既存職

員への教育機会を拡充することが求められる。同時に、義務教育段階からの ICT 活用の強

化と、次世代に向けた持続的な DX教育の実施を提言したい。このような教育の体系的整備

と実践を通じて、DX に対応できる人材基盤の強化を進めることが、国家全体としてのデジ

タル競争力の向上にもつながると考えられる。 

 

第２項 提言Ⅱ：財政支援の拡充 

 提言先：内閣府・財務省 

 デジタル人材の確保やシステム導入のためには、最終的に十分な予算の確保が不可欠で

ある。実施したアンケート調査の結果からも、人材不足以前に財源不足が各組織で深刻な

課題として認識されていることが明らかになった。確かに、DX 推進に関連した税制優遇制

度や補助金制度は存在するが5、私たちの調査によると、その多くは認知度が低く、利用状

 
4 GIGAスクール構想は、日本の文部科学省が推進する教育改革の一環で、児童・生徒一人

ひとりに情報通信技術（ICT）の活用を促進するための取り組みである。「GIGA」は

「Global and Innovation Gateway for All」の略で、すべての子どもがデジタル教育の

恩恵を受け、グローバル社会で活躍できるようにすることを目指す。 
5 地域活性化起業人制度、デジタル専門人材派遣制度などが挙げられる。 
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況も限定的であることが判明している。多くの自治体がこれらの制度の存在を知らず、結

果として活用できていない現状が浮き彫りになっている。 

これらの背景から、今後の DX推進のためには、既存の税制優遇制度の周知徹底が重要であ

ると考える。また、補助金や助成金の利用を促進するために、要件の緩和や手続きの簡素

化など、より実効性のある財政支援の拡充が求められる。このような方策を通じて、DX 推

進に係る財政的ハードルを下げることで、組織が必要な人材や技術を導入しやすい環境を

整備し、日本全体の DX推進を加速させることが期待される。また、これにより、地方自治

体間のデジタル格差が縮小し、均等な行政サービスの提供が可能となることが見込まれる。 

第３項 提言Ⅲ：外部人材の活用促進 

 提言先：内閣府・総務省・デジタル庁・各自治体 

 本稿でも繰り返し言及し、前述の通り、既存の外部人材確保に関する政策はすでに多く

実施されている。しかし、これらの政策を認知していない、あるいは認知しているにもか

かわらず活用しない自治体が多いことが、筆者らの研究により明らかになったと考えられ

る。このことから、提言先である総務省やデジタル庁には、これらの政策の更なる周知活

動と啓発が必要であると言える。特に、今年度新設されたデジタル専門人材派遣（人材紹

介型）の制度については、その周知徹底を図ることで、自治体の人材不足に対して一定の

解決策を提供できる可能性があると考えられる。この制度が十分に認知され、活用される

ことで、より多くの自治体がデジタル人材確保に向けた一歩を踏み出せるだろう。 

また、全国的な動向に沿って、自治体が自団体内で行っている DXに関する研修についても、

その質の再検討が求められる。研修にはコストが伴うことは否めないが、信頼性の高い外

部機関に委託することも一つの選択肢として考慮する価値があるのではないだろうか。特

に、外部機関の専門的な知見やノウハウを活用することで、より効果的な研修の実施が可

能となり、自治体職員のスキル向上を実現できると期待される。 

 

 

第３節 政策提言のまとめ 
 

以上の三つの政策提言に共通している課題は、自治体への既存制度の周知が不十分であ

るという点である。各自治体の首長や担当部署においては、これらの政策についてある程

度認識されていると考えられるが、現状では DX が自治体内に全庁的に浸透しているとは言

い難い。実際、担当部署内でさえも DXに関する知識が十分に行き届いていない場合があり、

それ以外の部署の職員に DXに対する意識を持たせることは非常に困難であると推察される。

そのため、自治体全体での DX推進のためには、特定の部署だけでなく全職員が一丸となっ

て取り組む必要がある。自治体における DXの推進には、自治体職員一人ひとりの意識改革

とそれを支える体制の構築が重要であり、この改革は組織全体に波及させるべきであると

考えられる。 
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おわりに 
 本稿では、「デジタル人材の不足に如何に対応するか」という問題意識をもとに、デジ

タル人材不足への有効な対応策について分析・検討を行った。 

 その結果、次の五つのことがデジタル人材不足の主な要因として挙げられた。「専門的

な知識やスキルを持つ職員の不足」、「人員配置に余裕がないこと」、「職員の DXへの関

心・興味が低いこと」、「IT 戦略や企画立案を担当する職員が不足していること」、「自

団体主催の DX研修の実施が少数」である。 

 この分析を踏まえ、第一に政策提言Ⅰとして、総務省・デジタル庁・文部科学省に対し、

自治体内外での DXに関連した研修制度の更なる充実を図り、既存職員への教育機会を拡充

するとともに、義務教育段階からの ICT活用強化と次世代に向けた持続的な DX教育の実施

を提言した。次に、政策提言Ⅱとして、内閣府・財務省に対し、既存の税制優遇制度の周

知徹底を図り、補助金や助成金の利用促進に向けて、要件緩和や手続きの簡素化など、よ

り実効性のある財政支援の拡充を提案した。さらに、政策提言Ⅲとして、内閣府・総務

省・デジタル庁・各自治体に対し、デジタル専門人材派遣（人材紹介型）の制度について

周知を進め、信頼性の高い外部機関への委託を促進し、自治体が自団体内で行っている DX

に関する研修の質の再検討を提言した。 

 これらの三つの政策は、いずれも「専門的な知識やスキルを有する職員の不足」、「採

用や育成のための予算不足」、「自団体主催の DX研修実施に関する問題」といった、デジ

タル人材不足の原因に対応することを目的としている。 

 本稿の課題として、第一に分析手法の選定およびサンプル数が十分でなかった点が挙げ

られる。その原因として考えられるのは、回答期間が 1 週間と非常に短かったこと、回答

期間が選挙期間中、予算請求時期と被ってしまい、自治体様が多忙なタイミングでアンケ

ート調査を実施してしまった点である。それにもかかわらず回答して下さった自治体様に

は改めて感謝の意を示したい。今後の展望としては、人材は勿論のこと、財政面等の、よ

り多角的なアプローチを取り、より広範なサンプルを基にした詳細な分析が求められるだ

ろう。第二に、提言した政策に関する課題として、自治体内での DXに関する周知が不十分

である点、また DX推進には職員一人ひとりの意識改革が必要である点が指摘される。この

意識改革が進めば、優れた政策を企画・立案するまでもないと筆者らは考えている。勿論

そこに優れた政策が加わることで、それらのシナジー効果は十分に期待できるのだ。第三

に、地方自治体ごとに異なる状況や課題に対する具体的な適応策が不足している点も課題

である。これは、第一の課題と共通するが、サンプル数が限られているために分析結果の

一般化が難しく、多様な自治体の実態を網羅的に把握するには不十分といえる。 

 最後に、我々が提言する政策が、デジタル人材不足の解消に貢献し、地方自治体におけ

る DX化の推進と自治体間の格差是正に繋がることで地域社会全体が活性化し、住民にとっ
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て利便性の高い行政サービスが提供されることを期待し、本稿を締めくくる。 

 

先行研究・参考文献 

主要参考文献 

・Erik Stoltermanら（2004）「Information Technology and the Good Life」, p.4 

・金井利之(2024)「DXに関する都市自治体の職員個人の声」 

・森 泰規（2021）「自治体 DX化への論点」 

・岸 知良，「DXの成功要素とデジタル人材の育成」，情報の科学と技術 71巻 7号，

290～295（2021） 

・宗 健（2020），「DX組織と人材についての考察」，経営情報学会 2020年 pp125～128 

・山本 修一郎, 「ArchiMate による DX推進指標のゴール分析手法」, 人工知能学会第二

種研究会資料 第 25回知識流通ネットワーク研究会 SIG-KSN-025-01,p.1～６ 

・デジタル庁 自治体 DXの取り組みに関するダッシュボード 最終閲覧日（2024.11.04） 

(https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/local-government-dx#guidance1) 

 

引用文献 
・総務省（2024）「デジタル社会の実現に向けた重点計画」 

・経済産業省（2018）「DX レポート～IT システム「2025 年の崖」の克服と DX の本格的な

展開」 

・経済産業省（2022 改訂）「デジタルガバナンス・コード 2.0」p.2 

・総務省（2021）「令和 3年版 情報通信白書」p.79 

・総務省（2022）「報道資料｜自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進の

ための外部人材の募集について（外部人材確保支援）」 

・キャリアハック（2019） 

「CIOとは？企業・行政・自治体でも求められる「情報」を扱う最高責任者」 

【最終閲覧日 2024.11.04】 

（https://careerhack.en-japan.com/report/detail/1582） 

 

・足利市公式ホームページ（2022）「補佐官について｜足利市公式ホームページ」 

【最終閲覧日 2024.11.04】 

（https://www.city.ashikaga.tochigi.jp/goverment/000085/000477/p001671.html） 

 

・公益財団法人日本都市センターホームページ【最終閲覧日 2024.11.04】 

（https://www.toshi.or.jp/about/center/） 

 

・NTT コミュニケーションズホームページ「2025 年の壁とは？【最終閲覧日 2024.11.04】 

(https://www.ntt.com/business/services/xmanaged/lp/column/2025) 

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/local-government-dx#guidance1
https://careerhack.en-japan.com/report/detail/1582
https://www.city.ashikaga.tochigi.jp/goverment/000085/000477/p001671.html
https://www.toshi.or.jp/about/center/
https://www.ntt.com/business/services/xmanaged/lp/column/2025


ISFJ2024 最終論文 
 

27 

 

 

データ出典 
・IMD（世界デジタル競争力ランキング）データ習得日：2024年 8月 24日 

・総務省（令和元年～2年）「地方自治情報管理概要」データ取得日：2024 年 8月 30日 

 出典（https://www.soumu.go.jp/denshijiti/060213_02.html） 

・総務省（令和 3年～５年）「自治体 DX・情報化推進概要」データ取得日：2024年 8月 30

日 

 出典（https://www.soumu.go.jp/denshijiti/060213_02.html） 

https://www.soumu.go.jp/denshijiti/060213_02.html
https://www.soumu.go.jp/denshijiti/060213_02.html


ISFJ2024 最終論文 
 

28 

 

付録 

 
付録１－１ 



ISFJ2024 最終論文 
 

29 

 

 
付録１－２ 



ISFJ2024 最終論文 
 

30 

 

 
付録２－１ 



ISFJ2024 最終論文 
 

31 

 

 
付録２－２ 



ISFJ2024 最終論文 
 

32 

 

 
付録２－３ 



ISFJ2024 最終論文 
 

33 

 

 
付録２－４ 



ISFJ2024 最終論文 
 

34 

 

 
付録３－１ 



ISFJ2024 最終論文 
 

35 

 

 
付録３－２ 



ISFJ2024 最終論文 
 

36 

 

 
付録３－３ 

※いずれも「特になし」等の回答は省略している。 


